集計結果に対する有識者聴き取り調査概要

　以下は、2004年12月から2005年2月にかけて行ったLIPER公共図書館調査班による質問紙調査の集計結果（単純集計）に対する図書館情報学教育の有識者に対する聴き取り調査の結果概要である。調査協力者は、図書館情報学教育に関する公的立場に現在ある人物、あるいはかつてあった人物、または図書館情報学教育について何らかの発言をしてきた人物から選定した。

　なお、ここの記載されている文章は、協力者の発言そのものではなく、公共図書館調査班でまとめ直したものであるので、対象者の発言（聴き取り）を一言一句忠実に再現しているものではない。

調査協力者（一覧。敬称略）


石井啓豊（筑波大学）


植松貞夫（筑波大学）


北克一（大阪市立大学）


斎藤文男（富士大学）


佐藤允昭（別府大学）


柴田正美（帝塚山大学）


高山正也（慶應義塾大学）


福永義臣（九州国際大学）


山本進（愛知淑徳大学）

＊氏名横の所属はいずれも調査時点（2004年12月から2005年2月まで）のもの

1．集計に対する感想

a)全般的な感想

　1)回答への全体的な感想

· （回答に対して）このような傾向になるかと思う。

· 養成と実務の関係は，理論と実践の関係に果たしてなるか。

· いろいろな視点がある。ただし，回答者がどのような実務を経験したかが，わからない。

· いくつかの項目は流行による支持が大きいのではないか（誰かがいうとはやる）。

· 割と手の掛かる事柄について真剣で、顧客志向と考えられる。

· 行政サービスのフロントラインにいる人が「公意識」を捨てざるを得ない。行政全体が市民への接遇について教育し、よく浸透してきている（タックス・ペイヤーの意識の芽生え）。

· 現在の人達の意見から、10～20年先のことを語れるのか。

· 皆＜重要＞ばかり回答して、面白い結果が出ないのではないか。＜特に重要＞と＜重要＞を足すと80％を超える。これだけ回答が偏ると分析が難しい。

· 図書館の中でそれほど重視されていない領域が、＜特に重要＞と＜重要＞の比率で下の方にいっている。

　2)回答者に対する感想

· 回答者の図書館情報学への理解がバラバラではないか。図書館情報学教育といった場合どのレベルの教育を回答者が考えているのか。

· 全体的にいえば、回答者はまじめな人である。見栄を張っているのかも知れない。例えば、「イ．レファレンスサービス」を＜特に重要＞とする人が７割もいる。こういうものには○をつけておいた方がいいな、というのがあるかも知れない。

· ひとつの図書館の中でも意識の高い人だけが回答している可能性もある。３年交代の事務職は、回答していないのかも知れない。

· 未回答自治体が55（発送の31.4％）はショックな数値である。図書館長の意志でもあるので、分析する必要がある。

· 回答の選択肢に「中庸」を設けないのは適切であった。

b)調査票の設計に対する感想

· 科目，科目の中のユニット，ユニット中の一知識が混在しているため，回答者の捉え方に差がある。それを調査の限界として認識しておく必要がある。

· 知識・技術の「直接」「背景」「基礎」という区分はこれでよいのか。回答者に影響を与えたかどうか考慮する必要がある。例えば、「ク　図書館の自由」や「ス　図書館史」などを理念的なものととらえる人は多い。

· 主題知識について、ここまで細かく聞く必要があったのか。

· “図書館運営に直接、関わる知識・技術”に「予約（リクエスト制度）」「読書案内（資料相談）」「都道府県立図書館の支援機能（協力貸出、協力レファレンス、書誌作成・配布など）」の3点がないのは、「現場離れ」も甚だしいと感じる。「予約・読書案内」は各々で項目とするか、「カ　貸出サービス（予約・読書案内を含む）」とすべきであった。「都道府県立図書館の支援機能」は、「相互貸借」や「ネットワーク」と峻別すべき県立の基盤の仕事であるので「オ　図書館協力・ネットワーク（相互貸借など）」と別項を立てるべきであった。

· 「カ　貸出サービス」には説明が必要であったかもしれない。「貸出サービス」という言葉への認識度がまったく違う（ (1)いわゆる「貸出（返却）作業」、(2)予約・読書案内を含む総合的なカウンターワーク、(3)(2)のほかにフロア案内や排架・棚づくりも含む）。そのために、「カ　貸出サービス」が重要度ランクで意外と低かったのかもしれない。

c)図書館職員に対する感想（集計の示唆を伴わないもの）

· 図書館に配属後に司書資格を取得する者の割合が低い。これは，司書講習を止める理由付けになる。

· 4年制大学図書館学専攻と図書館短大出身者が少ない。資格のレベルを上げよとの声はあるが，大学院のある大学の出身者は図書館職員にはなっていない。専攻する人に，図書館職員になろうとする気持ちがないのではないか。もちろん，公共図書館以外に行っている可能性はあるが，それでも低い。このあたりのことが明確になるとよいのではないか。大半は，司書課程の講習出身となっている。

· 勤務前に資格を取っている人が多いのは，「転職」を希望して来る人もいるのではないか。講習にはそうした人が少なくない。ある意味では，図書館職員に魅力があるのではないか。この数字には，大学生のときに取得した人の割合は，案外少ないのではないか。
· 臨時職員・派遣職員（週40時間未満の勤務）は対象となっておらず、今回の回答は、図書館のなかで比較的「恵まれている人」の意見であるのではないか。専任比率が高かった昔とは違い、外注・委託などの実態を考慮する必要がある。

· 実務に含まれる研修は、実際には、「順番が回ってきたので参加する」という場合が多いのではないか。

· 「研修要員」がいて、その人が参加する場合などもある。

· 図書館職員は文系が多いので理系の知識はいやがる。

· 図書館職員は利用者にあまりモノをいいたがらない。彼らはモノをいうと仕事にならないというし、一度下を向くと顔を上げたがらない。

· 今後の図書館が人的サービス（例えば、レファレンスサービス）に力を入れていったとしても、完全に情報流通がネットワーク化された時に、もっと良い便利なものは商業ベースでいろいろ考えられる。今後、図書館職員の専門性をどこに求めるのか非常に難しい。

· 「現場」にはいろいろな人がいる。例えば、「70年代の旗」を守れという人とそうでない人、行政の一員としての自覚のある人とない人、予算・人員を無限に要求すべきと思っている人とそうでない人など。

· 図書館職員は米国や北欧でも女性が多く、図書館職員の給与・ステイタスは低い。

· 司書の中には、極端に言えば、指揮命令系を否定する者もいる（館長よりも司書がえらいと考えている人がいる）。

· 図書館職員の意識改革によって、経営マインドやコスト意識を持たせることは重要である。

· 図書館職員は、全体的にすごく保守的である（連続性の重要性が染みついている）。新しいことに踏み込むときに、危険性をものすごく上げてしまう。リスクを考えるので、価格も高騰する。

· 通算勤務年数をみると、バランス的にかなりの負担がベテランや館長にかかっているだろうと思う。９年未満が70％で図書館が経営できるのだろうか。

d)知識・技能に対する感想（集計の示唆を伴わないもの）

· 「タ　集会活動」、「ス　図書館史」は不要という意識と受け取れる。

· 「ス　図書館史」の「重要性」が低いが，そうした意識でよいのか。図書館の歴史を知らないでよい活動ができるとは思えない。現在の状況に対する危機感が生まれないのではないか。

· 「テ　地方公共団体の行財政」や「ナ　社会教育・生涯学習」も低いが，そうした意識が低いことと，現在進んでいる「指定管理者制度」その他の現在の問題とは無関係なのか。重要と認識されているものは，あくまで図書館を中心としたものにとどまっている。むしろ，そうした広がりについて学ぶことが必要ではないか。

· 資料費のうち、図書館として義務的経費ではなく、主体的な資料選択によって執行できる予算は全体の半分を割り込んでいるのではないか。規模が小さい図書館ほど、厳しい経営を迫られている。『図書館雑誌』でも展開されていた資料費をめぐる論争にも注意が必要。例えば、MARCの装備費を資料費に含めているかいないかなど、とらえかたに違いがある。関心の薄さの現れであろう。

· 「ハ　接遇」はもっと高めないといけない。

· 「ナ　社会教育・生涯学習」・「シ　図書館関係法規・基準」などはもう少し重要である。

· 調査項目として図書館建築についてあってもいいのではないか。

· 経営に関わることを分かるように教えていく必要がある。

· 「ウ　資料選択・蔵書構築」が高い（２位）のもすごいことである。どこの自治体も財政状況が厳しくなり、本を本当に選ぶ、利用者の要求も高度化している。顧客思考の認識は、健全な方向である。適切なコレクションによって、情報提供・レファレンスを行う。

· サービス業務は、実務の中でスキルアップしていくものである。

2.今後の集計の方向について

a)全体的な分析の手法・方向性に関する指摘

· 細かく分析した時に、全体のデータ数が耐えられるかどうか注意する必要がある。

· 母集団、回答者がどういう人達であるのかをしっかり把握する必要がある。

· 実際、このデータから意味のある答えを引き出すためには、人の意識なので、相手の層が問題になる。人は立場によって当然意識が違うので、その違いを全部ごっちゃにしてしまうと、例えば勤務年数３年以下が500人いるが、その意見も全部入ってしまう。それを受けてこうしたらという議論をすると意味のある答えになるか。その辺の判断が必要。今あるフェイスシートやデータの範囲内で、セグメントを作っていって、どのセグメントに一番価値があるかを取り出すしかない。それ以外を捨てる。例えば、勤務年数３年以下の人の意見を聞いてもしょうがない。その人の実態としてはもちろん出ているが、それが将来の教育構造をどうするかという話と関係あるかというと無い。現在の仕事の構成の中で、それぞれの人が欲しいと思ったものが出てくる。しかし、現在の仕事の構成が10年後存在するかどうかわからない。

· 本当はセグメントをうまく作って、そのグループごとの傾向の違いがどうであるかという議論をして、その各グループの意見とか構成を最終的な答えとどういうふうに結びつけるかを議論して、そして捨てるものを捨てる必要がある。

· ＜特に重要＞と＜重要＞に大きく差異があるかどうか。例えば、四つの尺度に 7, 5, 3, 1点を与えるなど、尺度を大きくしてみて集計するという手もある。

· ＜特に重要＞と＜重要＞は区別できないので、これを一緒にする。

b)回答者（フェイスシート部分）について

　1)司書資格に着目

· “司書資格の有無”

· ‘司書’だけの集計・分析もほしい。

　2)館長に着目

· ‘館長’で図書館以外の勤務歴の有無に分け，回答に有意があるかどうかを確認できると面白い。

· ‘館長’と‘それ以外’での必要な知識・技術とのクロス集計

· 経営的なことの比率が低いが、‘館長’がそもそも少ない。数が少ないから無視してもいいという訳ではないし、多ければいいというものでもない。データの読み方が難しい。‘館長’だけなら簡単。‘館長’と‘それ以外’で分析してみる。

· ‘館長’と‘それ以外’に区別した方がよい。マネージメントのレベルにある人（‘館長’）の意見を強く集約し、情報のソースとして重視する。

· ‘館長’の職制（‘専任’か‘兼任’か、“司書資格の有無”、“勤務年数”など）はどうか。

　3)職員にかかわる要素に着目

· ‘正規職員’と‘非正規職員’といった、現在のポジションによる違いがあるのではないか。

· 事務から来た人は図書館情報学教育がわからないので、正しいのかどうか。図書館情報学教育の有無は、分けてみる必要がある。

　4)設置母体に着目

· 第一線と第二線図書館の違い、‘政令指定都市立’・‘特別区’の扱いなどに配慮する必要があるが、メッシュが小さくなりすぎる可能性がある。

· ‘都道府県立’と‘市立’のような図書館の役割によって違うのではないか（特に技能）。

· 全体集計とは別に、‘都道府県立’、‘市町村立’、‘特別区’、‘政令指定都市立’に区分した集計・分析は必要。

　5)勤務歴等に着目

· “図書館以外の勤務歴”のある人の現在の職位は出てくるか。

· “勤務年数”，“取得方法”，“職位”といった別で分析するとよい。

· “年齢”と“取得方法”・“取得時期”でのクロス集計が必要だろう。

　6)その他

· 全体に年齢層が高い。それゆえ，旧施行規則のカリキュラムで学んだ人の意識になっている可能性がある。それゆえ，30代前半くらいまでの人の意識を確認した方がよい。言い方を換えれば，インターネットが当たり前の世代とそうでない世代の意識の差があるのではないか。

· 司書講習と図書館情報学専攻の関係（講習は完全に分業であり語られるものが表面的－専攻で重ねて語られることがそのことで概念を知る）を分析する

· 図書館の大きさも関係がある。

· 未回答の55自治体の分析が必要。回答した自治体とどんな差違があるか。

　c)知識・技術について

· 項目のグルーピング単位にまとめて，グループ同士の比較ができないか。

· 実務と養成では，50%で切って見るとよいのではないか。その上で養成が高いものは，科目となりそうなものが多い。実務の方は，その点でぼんやりしている。複数の科目に関係していたり，演習として行うようなものが含まれている。「ス　図書館史」と「タ　集会活動」は，前者か養成で，後者は実務になっている。

· クロス（集計）をしてもみんな重要のところにいってしまう。

· 項目間である程度相関がないと困るが、あまり高い相関があると全然どうにもならない。

3．図書館情報学教育に関する意見

a)教育の枠組み全般に関する意見

· 大学だけで全ての教育をまかなえると思わない方がよい（特に専門技能をもった社会人養成という部分で）。民間でもさまざまなユーザ教育が行われている（NIIの研修事業等々）ので、図書館情報学でも、大学の部分／現場の部分／他の部分に分けた方がよい。そのためには、実際に受講するための内容・コスト／単位の配分、その上で、これなら大学の単位としてよいというオーソライズする機関が必要になる。

· 図書館情報学教育の役割分担が必要ではないか。学部はエキスパート養成で、大部分の大学院で検索サービスの総合的領域（司書・学芸員・アーキビスト等々）として全体の理論を把握する人材を育てる。さらに一部の現在専攻を抱えている大学院では、そういった養成機関における教育者（あるいは研究者）を育てるという部分を担っていく。あるいは研究型の総合大学で始めてできるような分野（図書館思想史）もある。

· 講習は社会人向けに大学教育（リカンレント教育）へ、短期大学は情報リテラシー教育へと緩やかに移行する、というのが今後の方向性ではないか。

· ＪＬＡの資格認定、第三者評価、学会の活動などをうまく連動させて進め、現職者や、大学教員向けに、リカレント教育の場として、社会人大学院を用意していくことも検討されてよい。

· 図書館職員養成の教育という物の見方を、現実の図書館に人を送り込むために構成している訳ではないのだから、そうでないものを現実の図書館に合わせて構成してもあまり意味がない。大学の政策に適合したプラン作ったほうが良いかも知れない。

· 学生は、司書資格が取れることに魅力を持っている。その魅力をいかに増すかという意味でカリキュラム（教育）を構成する。その結果、現在、それぞれの私立大学や司書講習でやっていることを支えることができる枠組みとして、戦略的にポジショニングする。そうでないと、実質的な議論にあまり意味が無い。このカリキュラムができると学生が喜んで学び、学内で受講する学生が増して、大学としてはめでたい。司書養成という枠組みの中で、図書館情報学を教育するポジションを確保できるので、図書館情報学の研究者も確保でき、業界としてもめでたい。司書養成の枠取りは、「図書館情報学の教員の生きるポジションの枠取りを確保することである」というのが最終的な目標である、ということもできる。

· 現実には、司書養成のコースに価値があるのは、私達にとって図書館情報学に関係している教員・研究者の一定数をそこによって確保していることである。もし、それが無かったら、図書館情報学の研究教育のポスト・場所が全国で限定されてしまう。そういう意味では、ここをちゃんとエンハンスして、学生がいっぱい来る構図が必要である。現在の構図をサポートするには、学内のリテラシー教育に転換し、全学的に展開する。

· 全体が図書館職員養成教育のあり方といえば、非常に話がすっきりする。それを図書館情報学教育とみているところに問題がある。教育学教育のあり方と教員養成の教育のあり方は違うかもしれない。

b)大学院レベルでの教育に関する意見

· 大学院レベルに上げても現場では求められていない。と言って，司書講習でよいわけではない。

· 大学院による高度職業人養成が、5-10年程度の未来で修士課程での養成ができるかは疑問（遠い将来はともかく）である。それよりは学部卒を前提とした資格（高卒・短大卒でも取得可能ではなく）にしていく。

· 専門職大学院がスジであるが、現行制度では専門職大学院での収支バランスが強調されているため授業料が高くなりすぎてしまう。

· 単純に高度化がいいとも思わないが、教育について手を拱いている感がある。

· 現在の図書館情報学関連の大学院は研究ばかりになっていて、現実をみていないのではないか。

· リベラルアーツがあれば、米国型の大学院大学がよいのか。図書館学校に、ある分野でうまくいかず、ドロップ・アウトした人が学びに来ていることもあるのではないか。

c)大学レベルでの教育に関する意見

· 図書館法第5条第2項に基づく科目を作ることが，今の事情に合うのではないか。

· 大学教育として養成を行う以上は，全体として考え方やとらえ方を養うべきであって，特定の科目が役に立つかどうかという視点でとらえるべきではない。即戦力を養うためにどのような科目が必要かという姿勢であってはならない。

· 主題知識を大学時代に学ぶことは可能か。主題知識のためには、総合大学の中で学ばせるしかない。３年間でほとんど仕上げなければならない。キャップ制や単位の実質化によって、１科目ごとの要求が高くなっている。主題知識を求められてもつらいという大学の現状を回答者はわかっていない。高等学校における履修科目の減少、入試科目の減少も影響している。また、図書館情報学で学ばせることも増えてきている（例：デジタル化への対応）。主題知識への対応は難しい。

· 主題知識を学ぶ方法としては、例えば、１年生の頃から心理学というものを積み上げることによって、心理学なるもので科学の考え方、人の行動をどうみるか、物の見方、科学的な捉え方を学ぶことができる。

· 大学教育の中で、ロー・ライブラリアンに対応できる人を出すことはできるか。法学における学術コミュニケーションのあり方は、授業では設定しにくい。医学情報に関心のある医者はいるが、医学図書館職員の場合はどうか。「心理学概論」で、心理学者のコミュニティやコミュニケーションのあり方を話す教員はいない。経営情報学や化学情報学の中で、科学コミュニケーションを扱うか。

· 学部レベルの教育はどうすればよいのか。学生に学ぶ方向性を意識させる。オールラウンドを一人に全て身につけさせるのは無理。皆中途半端で○よりも、どこか尖っている人が集まって、全体として○が大きくなる。大学の教育自体、単位数を絞り、きちっと学ばせ、専門教育を実質３年から学ばせる方向にある。

d)短期大学・司書講習に関する意見

· 主題知識が重視されていることからして，教養的な知識をベースに図書館情報学の知識という構造になることから，短期大学での養成も限界があると受けとめられる。

· 司書講習の特色は，受講生がばらばらである。それゆえ，授業に対する要求が様々であることから，不満も多い。

· 司書講習のメリット・デメリットあるが，短い期間で学んだ内容は，やはり，短い期間で忘れられていくことが見過ごすことができない。とりわけ，実務に就いている者を前提にしているという，根底の部分が忘れられている。図書館の経験のない者に行う上で，司書講習は限界がある。

· 特に司書講習では，司書課程のない大学からの受講生が困り者である。

· 大学生の場合，司書課程よりも司書講習で取得した方が，「証明書」の発行で有利になってしまうことがある。

· 講習受講者に対する印象として、1/3が現職者、1/3が図書館にあこがれていて仕事がない人（主婦）、1/3が現役の学生である。このうち現役の学生には、自分の大学に課程がない人だけではなく、あってもなお来た人がいて、そういう人がパッと来て資格取得してしまう（仮に一部科目の単位が足りないとして単位互換でしかるべき体制があるのにも関わらず）。

· 司書講習科目がひな形になっているが、本来の講習科目は「現職者のため」のもの（図書館講習所が始まり）。

· 司書講習の受講者層の実態にもかかわらず、カリキュラムは現職者対象なので、「ずれ」がある。ゼロから説明せざるをえず、70日程度で知識を反芻していく余裕はない。

· 自分が講師を行っている司書講習を見ると、現職者は5～10％程度に過ぎない。すでに職（非常勤を含む）を持っている人がキャリアアップのために講習を受けにくる（リカレント教育）ケースが6割程度。残りの2割は学生。就職は、司書は1～3人くらいで、TRCなど受託会社に流れる。あるいは嘱託やアルバイトとなる。

· 司書講習は、外部の人が館長なるために学んでいたことには意味があった。

· 司書講習は、現職者に限定するという方策もある。ただし、現職者のモチベーションが高い訳ではない（昔は必死に取り組んでいたが）。司書講習制度は持続しても良いが、それが司書資格要件の全てになっていることは歪んでいる。司書資格をこんなに沢山出さなくてもよいのではないか。

· 現場の状況、実際のスキル・考え方を教えるには、現場への「継続的なインターン制」や「司書の教授する科目」を設定する必要があるが、課程ではやはりバリアがある（授業中に招待して話してもらう方法しか今はない）。ある司書講習は5名の現役が講師であり、優れた授業・演習を展開している。

e)司書養成科目の内容について

· 従来の図書館と，これからの情報を重視しなければならない図書館をつなぐ科目の存在が期待されている。例えば，＜レファレンスサービス演習＞と＜情報検索演習＞を一つにして，さらにふくらませたものにする。

· 回答者の期待は，知識ベースよりは，方法ベースになっている。実例集のようなものが必要かも知れない。

· 現場で必要とされる知識・技術の上位が，例えば，「イ　レファレンスサービス」、「キ　情報検索」、「ウ　資料選択・蔵書構築」などが，養成よりも実務になっている。図書館で重要なものは，大学では身に付かないという意見となっている。そうであれば，実習で学ぶ必要がある。＜図書館実習＞を重視して，必修化させることによって，養成の意義がある。

· 接遇は重要であるが，知識・技術よりも「資質」ではないか。資質の有無を見極めることも，養成において必要ではないか。

· 例えば，それぞれの図書館のコミュニティにおける「情報リテラシー」を育成することに資する図書館職員を養成することは重要であるが，それだから，すぐさまそれに直結する科目を新設することにはならないのではないか。

· 省令科目の変更について（単位数等の）省令の変更で改善を目指すのは限界ではないか。

· 調査票の項目を眺めてみて、2ヶ月の講習や課程でやるには教えることが多すぎると思う。核になる領域を設定して絞ったものを教えることを考えてもよいのではないか。

· 「司書資格」と「図書館情報学教育（司書資格「も」取得できる）」とは異なる。短期大学などで、選択科目をひとつしか開講せず、20単位で資格をとるような場合、（しかも、教職や司書教諭まであわせて取得するなどすれば、なおさら）いっぱいいっぱいで、ゆっくり学ぶ時間はない。専門課程とは比べて、相当に中身が異なる。

· 学科のことよりも現場のことを教えたほうがよい（司書職制度、労働基準法と司書、指定管理者）のではないか。

· 蔵書構築は、ネットワーク・ベースのものがいっぱいある時、皆がそれに頼るようになれば必要なくなる。過度的な段階では、インターネットサイトのお薦めリストの作成（コレクション作成・人的サービス）といった能力を教える。

· 図書館情報学教育は、現場で必要なものを教えるだけではない。司書資格を出せば、情報専門職の養成なのかという議論もある。

· 現場に即して学んでいくと職員は考えていて、そちらの方が正しいのではないか。資料組織とかは学生時代に知っておくべきであるが、それに対して貸出は現場で学ぶというものでよい。また、（学生はあまり喜ばないが）演習科目は今のままでよい。

· 図書館で重要でないと思われていても，将来を踏まえて，養成で取り扱っていく必要がある内容も少なくない。例えば，目録・分類などもそれにあたる。

· 「養成か実務か」については、回答者自らが受けた養成（教育）を前提に回答しているのではないか。

f)司書資格について

· 学会で安易な資格の出し方はよろしくないことを勧告すべきではないか（たとえば実施の部分は日本図書館協会図書館学教育部会が担うなど）。

· 司書資格は、「専門職につきたい人の資格」と考える：専門的な資格にいたるある段階の資格と考えるべきである。

· 資格そのものを権威付けするのは、世の中の流れに逆行していて、あまり意味が無い。社会の流動性、職業選択の自由に逆行する。医療や法律サービスにしても、普通の人がぎりぎりの所までやれるようにしている。司書の権威付けは、独善的ではないか。

· スウェーデン（北欧）において専門職制度を支えてきたのは、ある意味、階級制度の裏付けがあったからである。人々の生活に相当密着した専門性がある医師や弁護士ならともかく、日本のようなフラットな社会では、専門職制度は難しいのではないか。

· 日本図書館協会そのものが、反権力というか階級性を否定し、口では専門職制度といいながら否定している（積極的に進めない）。

· 司書資格との関係で、何か司書資格に要求されるものはこれですよとカリキュラム・規定をつくれば、それさえ充たせばということになり、そのようなものを決めることはあまり意味がない。

· 20単位で司書資格を出すところと、慶應、愛知淑徳、筑波といった図書館情報学専門教育を行っているところとは異なっている。

· まじめに司書を養成したい時に、どうすればよいのか。図書館は、毎年、毎年、何万人も働く産業ではない。採用は年間数百人であり、職が無い。

· 今の制度は、司書資格をいっぱい出しているが、教養である。司書資格を持つ人を毎年１万人近く出しているが、現実の司書の養成にほとんど役立っていない。教育としての歩留まりは非常に悪い。

g)現行カリキュラムの具体的な内容・個別科目に関する意見

· 施行規則の科目の意義や位置付け，捉え方に対する理解が十分ではない。例えば，＜コミュニケーション論＞は，もともと接遇のことを扱うはずだったのに，そうした意識が教員にない。

· ＜児童サービス論＞は，教える人が理論を扱えるかどうか。実務からに来た人，児童文学者が多い。

· 利用者との接遇は，どこで扱われるのか。＜コミュニケーション論＞で扱うとしても，本来の扱われ方をしているのか。科目を特定化しないまでも，言葉遣い，服装，対応などについて，学生に伝えていく必要がある。

· 旧施行規則にあった＜社会調査＞のように，図書館の実情を分析できる内容の科目が必要と思われる。

· 講習、課程とも目録系の演習を、パソコン（MARC/データベース）でなくカードでやっているところがある。8割くらいに上るのではないか。MARC会社で遡及入力などの仕事につくものもおり、重要である。

· ＜情報検索演習＞と＜レファレンスサービス演習＞は、一緒に教育するべきである。

h)図書館情報学教員、あるいは図書館情報学教育科目を担当する教員に関する意見

· 主題知識は重視されている。しかし，養成の現場では，＜専門資料論＞の担当者は図書館情報学の教員ではない人が担当していることが多く，その人員を含めて文部科学省に認められている。

· 教員の質を高めることが必要。資格をエサにしているため、資質・能力等疑問な教員がいたり、大学でガチガチに教育するという枠組みが温室になっていたりしている。

· 教育する側にも問題がある。学会誌で論文を発表しない教員が多く、『図書館雑誌』、『みんなの図書館』まで広げてみても、名前を見たことがない人が半数はいるだろう。

· 専門でない人が教えているのに「専任」にカウントされている場合がある。例えば、＜生涯学習概論＞は教育系の人、＜専門資料論＞は若手の国文学・史学の人、＜情報検索演習＞は若手の（情報処理系の）講師といった具合。こうした状況のうえに「非専任」が教えているとすると怪しいといわざるをえない。新課程への移行時に文部省（当時）の担当係長は、新課程科目の設置認可申請時に「専任2名」の教員が必要といっていたが、途中で変わった。今後、自己点検・評価のなかでどうなっていくのか。

i)受講者・学生に関する指摘

· 自分は図書館職員に向いていると思い込んでいる人が少なくない。司書講習にも，けっこう来る。特に，サービスや人付き合いに向いてないが，図書館職員にはなれるという意識がある。

· 二重学籍の問題があるが，通信教育に応募する学生も少なくないのではないか。

· 現職者が少ないのは，取りに来られない実情がある。特に，非常勤職員や臨時職員の場合，講習にさえ通うわけにはいかない。

· 現在は様相が変わり、専攻外からの資格取得希望者が多くなってしまい、そういう学生は資格だけを取得したいと考えている。専攻には今でも司書になりたい学生がやってくるが、そういう学生は優秀でまじめである。

· 児童サービス・YAサービスのことをやりたがる学生が多い。

· そもそも一つの課程に今学生がどれだけ集まっているのか。受講者の数は相変わらず多いのだろうか。

j)その他

· 一般の職務には向いていないが，図書館職員ならばできると周囲の人や人事担当者も考えがちである。司書のイメージが，図書館関係者と異なる。

· 大学の経営の問題として司書の大量養成が論じられ、教員の数は増やさずに資格を取得できる間口を広げるという対応になっている。

· 大学教育で今後重要なことは、他者理解、他人の痛さを知ることが重要である。個人情報保護も他者に対する尊重の念が無いとだめである。授業法として、デイベートやクラス制度を活用し、少人数で日常的なコミュニケーションをする。

· （インターネット上で沢山の有益な情報が有料で流通するようになった時に、）図書館は貧者のための情報提供施設として、図書館は福祉施設のひとつになるだろうか。

· 図書館職員は自治体職員として採用しないで、図書館経営会社が全ての図書館を経営する方がよいと思う。図書館経営会社が、職員を教育・研修する。図書館は、外部委託会社がまるまるやるのがいいと思う。図書館経営会社が、指定管理者になる。図書館経営会社側も多くなれば、不当な自治体に対して裁判でも対応できる（ライオンとネズミではだめだが、闘争できる）。

· デジタル・レファレンスは、東京にセンターを置いてやる方がよい。小さい図書館ではそこまでできない。

· 大学図書館の場合、副学長クラスの教員が就任することが多い図書館長のメリット・デメリットは功罪半ばする。

· いわゆる「図書館情報学教育（司書養成）の在り方」に関する公共図書館職員によるアンケートは実施しないのか。現役職員が教育・養成とサービス現場との相克に苦しんでいるのだから、「在り方」については一番シビアだが建設的な意見を持っていると思う。

